
単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

【教育総務課】

高等学校建設費

4,216,618

(2,983,680)

国 10,243

繰 839,236

起 2,695,500

㊀     671,639 

１ 耐震対策 3,285,667

（債務負担行為 平成27年度 2,219,880、平成28年度 1,293,822）

旧耐震基準により建築された学校施設について、順次、耐震診断

調査結果に基づき、耐震化工事を実施していく。

・耐震化工事 18校

継続工事 ９校（彦根東・米原・東大津・石山・水口

長浜農業・愛知・日野・守山）

新規工事 ７校（彦根工業・彦根翔陽・湖南農業・栗東

能登川・信楽・八日市南）

設計 ２校（長浜・長浜北星）

○新２ 天井等落下防止対策 195,028

（債務負担行為 平成27年度 739,724）

「学校施設における天井等落下防止対策のための手引」に基

づき、落下防止対策を計画的に実施する。

・設計 42校（体育館・武道場）

・工事 10校（石山・長浜農業・水口・愛知・米原・堅田

瀬田工業・八幡工業・野洲・安曇川）

３ 施設改修 65,732

学校施設の適切な維持のため、施設改修等を行う。

・設計・工事 ４校

太陽光発電・蓄電池・体育館照明 大津商業

地下貯蔵タンク改修 伊香

非常用放送設備更新改修 守山

校舎屋上防水改修 安曇川

４ 県立高等学校再編事業 670,191

（債務負担行為 平成27年度 1,931,258、平成28年度 732,790）

平成24年12月策定の「魅力と活力ある県立高等学校づくりに

向けて～滋賀県立高等学校再編実施計画～」に基づき、施設整

備を進める。

・施設整備 ５校

新規工事 ２校（能登川・彦根翔陽）

設計 ３校（長浜・長浜北・長浜北星（仮設校舎建

設含む））



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

特別支援学校建設費 431,749

（107,120）

国 103,945

起 240,300

 ㊀      87,504 

１ 児童生徒増加対策事業 415,109

（債務負担行為 平成27年度 553,581）

「知肢併置特別支援学校における児童生徒増加への対応策

について」に基づき、施設整備を進める。

・施設整備 ２校

新規工事 ２校（野洲養護・北大津養護）

２ 施設改修 16,640

学校施設の適切な維持のため、施設改修を行う。

・設計・工事 ２校

プール用循環ろ過装置更新改修 八日市養護

北大津養護

市町教育委員会連絡

調整費

30,000

（30,000）

㊀      30,000

○新１ 確かな学力を育む教育支援事業 30,000

学力向上等の教育課題に指導的立場で的確に対応できる教

育職員を町が設置する際に必要な経費の一部を補助する。

【学校支援課】

教育行政企画調整費 2,035

(1,852)

㊀       2,035 

１ 滋賀の教育改革の推進事業 1,264

県立高等学校再編計画を着実に実施し、魅力と活力ある学校

づくりを推進する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

特別支援教育振興費 27,170

（29,938）

国 5,796

㊀      21,374

発達障害を含む障害のある子ども一人ひとりの教育的ニーズを把

握して、その持てる力を高め、生活や学習の困難を克服するための適

切な指導と必要な支援を行う。

１ 医療的ケア児童生徒通学支援研究事業 824

医療的ケアを必要とする児童生徒の通学にかかる保護者の送迎

負担の軽減方策について実証研究を行う。

２ 高等学校巡回チーム派遣事業 1,885

特別支援教育巡回チ－ムの派遣により、高等学校における特別な

教育的支援を必要とする生徒への指導力の向上を図る。

○新重３「ともに学び、ともにめざす」滋賀の特別支援教育推進事業

5,289

障害のある子とない子がともに学ぶモデル事業や、望ましい就学

指導を進める研究会議、県民等を対象とした全体フォーラムを開催

するとともに、インクルーシブ教育システムの構築をめざした滋賀

のめざす特別支援教育のあり方について検討する。

○新４ やさしさをつなぐ学びのネットワーク推進事業 5,168

インクルーシブ教育システムの構築をめざし、障害の状態に

応じた指導方法や教材等にかかる「合理的配慮」について、特

別支援学校と小中学校の連携によるモデル事業を実施する。

特別支援学校設備整

備費

41,175

(31,710)

㊀      41,175

特別支援学校に必要な設備等を整備する。

１ スクールバス整備 32,755

知肢併置特別支援学校に配備しているスクールバスのうち２台

を更新する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

特別支援学校教育振

興費

629,893

(602,732)

国 91,981

財 1,106

繰 91

諸 300

㊀     536,415

特別支援学校における教育振興のため、教科活動や職業教育な

ど、各種事業を実施する。

○新重１ 企業の知見を生かした就労支援強化事業 4,600

企業就労を進めるため、企業の知見を生かした作業学習の見

直しと授業改善を行うとともに、働くことに必要な基礎的な態

度や技能を身につけるための新たな仕組みづくりを進める。

【教職員課】

人事管理費

71,745

（72,416）

諸 2,680

㊀ 69,065

重１ 県立学校における障害者雇用推進事業 20,800

県立学校における農場の施設管理等のため、障害者を雇用

し、農業に関する知識・技術の取得を通じて就労の機会の拡大

につなげる。

・農業作業嘱託員 11人

２ 指導力課題研修事業 6,190

指導が不適切な教員への対応を図るため、附属機関として

「滋賀県指導不適切教諭等認定審査委員会」を設置し、専門的

立場からの意見を求め、指導が不適切な教員としての認定等を

行うとともに、当該教員の指導力向上のための指導や研修を実

施する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

教職員給与費 114,105,612

（115,502,811）

国 21,079,876

使 1,306,427

諸 6,672

㊀ 91,712,637

基礎・基本の確実な定着を図り、児童生徒一人ひとりの個性や

能力を伸ばし、学力向上に取り組むため、きめ細かな指導を行う

とともに、いじめから子どもを守るため、児童生徒一人ひとりと

しっかりと向き合い、いじめの未然防止や早期発見・対応ができ

る環境を準備するため、少人数学級編制を小学校４年生まで拡大

し、少人数学級編制の充実を図る。

１ 少人数学級編制の実施（資－教委１）（資－教委２）

(1) 法律により義務づけられている小学校１年生に加え、小

学校２年生から４年生および中学校全学年（小学校３年生

については複数指導との選択制、小学校４年生、中学校２

年生および３年生については少人数指導との選択制）にお

ける35人学級編制をすべての小中学校で実施する。

・小学校 教員 126人

中学校 教員 171人

(2) 個に応じたきめ細かな指導を図り、特色ある学校教育を

進めるため、学校の実情に応じて、選択により小学校５年

生、６年生のどちらかの１学年において少人数学級編制が

実施できるよう、必要な教員の配置を行う。

・小学校 教員 70人

２ いじめ問題への適切な対応（資－教委２）

教員がいじめを早期に発見し、適切に対応できるよう、時間に

とらわれず特別な指導に取り組むことができる教員の配置を行う。

・小中学校 教員 ８人



単位：千円

事 業 名 当初予算額
(前年度予算額)

説 明

教職員定数 単位：人

26年度(Ａ) 25年度(Ｂ) 増減(A-B)

小

学

校

校 長 教 諭 等 4,739 4,737 2

養 護 教 諭 246 248 △ 2

栄 養 教 諭 ・

栄 養 職 員 59 65 △ 6

事 務 職 員 262 262 0

小 計 5,306 5,312 △ 6

中

学

校

校 長 教 諭 等 2,804 2,811 △ 7

養 護 教 諭 110 108 2

栄 養 教 諭 ・

栄 養 職 員 16 13 3

事 務 職 員 125 123 2

小 計 3,055 3,055 0

高

等

学

校

校 長 教 諭 等 2,261 2,230 31

上記以外の職員 436 447 △ 11

小 計 2,697 2,677 20

特

別

支

援

学

校

校 長 教 諭 等 1,097 1,092 5

上記以外の職員 162 163 △ 1

小 計 1,259 1,255 4

合 計 12,317 12,299 18



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

教職員福利厚生費 150,205

（145,894）

諸 200

㊀   150,005

教職員の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、公務の能

率的運営に資するため、福利厚生事業を実施する。

１ 教職員の安全衛生管理体制の推進 64,353

教職員の安全および健康を確保する。

２ 公立学校共済組合運営 84,207

共済制度を実施するため、法に規定された費用の負担をする。

【学校教育課】

生徒指導対策費 235,603

(239,334)

国 47,706

㊀     187,897 

いじめ、不登校、暴力行為等の生徒指導上の諸問題への対策と

して、児童生徒や保護者に対する相談・指導体制を充実する。

１ スクールカウンセラー等活用事業（資－教委２） 69,934

スクールカウンセラーの派遣

・中学校：100校

・県立学校：重点校10校、その他35校

重２ いじめから子どもを守るための相談活動推進事業

（資－教委２） 62,941

いじめの未然防止、早期発見、早期対応を促進するため、スクー

ルカウンセラーを追加派遣する。 また、モデル校を選定し、スク

ールカウンセラーを常駐化し、成果を検証する。

重３ スクールソーシャルワーカー活用事業（資－教委２） 20,877

社会福祉等の専門的な知識を有するスクールソーシャルワーカ

ーをいじめや不登校の課題の大きい小学校へ配置するとともに、

教職員に福祉的な視点を定着させる。

重４ 生徒指導緊急特別対応事業（資－教委２） 18,278

警察ＯＢと教員ＯＢをチームとして学校へ派遣し、警察等司法

に加え、児童相談所、医療機関等と連携して、困難な問題の解決

を図る。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

（生徒指導対策費） 重５ 生徒指導緊急サポート事業（資－教委２） 4,113

子どもの命に関わる重大事案が発生した場合、専門的知見によ

る助言・支援を行い、警察等司法に加え、福祉や医療機関とも一

体となった危機対応を実施する。

重６ いじめで悩む子ども支援事業（資－教委２） 41,800

「相談支援員」を各地域に配置し、子どもや保護者からの相談

対応を行うとともに、解決に向けての支援を図る。

また、市町との連携が必要な場合には「相談調整員」が連携を

図るとともに、定期的な情報交換を行う。

○新７ 滋賀県「絆をつむぐ学校づくり」研究事業（資－教委２）

260

いじめ問題の対応として、児童生徒が生徒会活動等により「自

己有用感」や絆を感じることができる学校づくりを推進すると

ともに、校内組織の役割分担や連携について具体的なモデルを

開発し、その成果の普及を図る。

○新８ 不登校対策調査研究会議 450

不登校対策として、庁内関係部局による調査研究会議を立ち上

げ、有識者の意見をいただきながら、不登校の状況分析や課題の

抽出を行い、不登校に対する有効な対応策を見いだし、成果の普

及啓発を図る。

○新重９ 滋賀県いじめ問題対策連絡協議会（資－教委２） 404

いじめ防止対策推進法第14条第１項の規定に基づき、関係機関

との連携を図るため、「滋賀県いじめ問題対策連絡協議会」を設

置する。

○新重 10 滋賀県立学校いじめ問題調査委員会（資－教委２）

6,593

いじめ防止対策推進法第14条第３項の規定に基づき、「滋賀県

立学校いじめ問題調査委員会」を設置し、県立学校におけるいじ

め事案について調査を実施する等、その適正な運営を行う。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

高等学校奨学資金貸

付事業費

455,898

(328,636)

国 44,296

繰 38,599

諸 239,511

㊀    133,492

経済的理由により高等学校等への修学が困難な者に対して、奨学金

を貸与する。また、給付金の支給により低所得世帯の教育費負担の軽

減を図る。

経１ 奨学資金貸付金 321,724

自宅通学者 自宅外通学者

奨 学 金

（月額）

国公立 18,000円 23,000円

私 立 30,000円 35,000円

入学資金

(一時金)

国公立 50,000円

私 立 50,000 円ただし、入学金相当額内

（150,000円を限度）の加算あり

○新２ 奨学のための給付金 134,174

国による高校授業料無償制等の見直しに併せて、低所得世帯

に属する国公立高等学校等の生徒について教育費負担を軽減

するため、一定額を給付する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

教科等指導対策費 32,993

(27,071)

国 12,680

繰 902

㊀      19,411

子どもに確かな学力を身につけさせるための授業改善の推進や、社

会性や思いやりの心を育成するため、道徳教育や体験活動等の推進を

図る。

１ 中学生チャレンジウィーク事業 936

子どもたちの職業観・勤労観を育むため、県立中学生に対し５

日以上の職場体験を実施する。また、児童生徒が学習の成果を蓄

積し、自分の成長を振り返るための「夢の手帖」を作成し、発達

段階に応じた系統的なキャリア教育を推進する。

○新２ しが道徳教育推進事業 500

本県の創意あふれる道徳教育を推進するため、県内に研究指定

校を設けて実践的な研究に取り組み、研究成果を普及するととも

に、道徳教育リーダーの研修会や「道徳の時間ガイド」の作成を

行い、教員の指導力向上を図る。

３ 学力向上アプローチ事業 （資－教委３） 1,678

全国学力・学習状況調査の結果を基に、具体的な領域・単元ごと

の系統的な授業改善の方法を研究し、学力向上へのアプローチを図

る。

○新重４ 子どもの学び改善プロジェクト （資－教委３） 6,616

本県の小中学校児童生徒の学力向上を図るため、評価問題の活

用による授業改善、言語活動の基盤づくりから授業改善に取り組

む実践研究、放課後を活用した補充学習の体制づくりの支援を推

進する。

○新５ 土曜授業推進事業（資－教委３） 3,624

必要に応じて土曜日等に授業を実施することが可能とされたこ

とから、土曜授業についてのカリキュラムの開発や外部人材の活

用等についての調査研究を行う。

○新６ 学校いきいき体験活動プロジェクト 548

話合い活動と体験活動の充実をとおして望ましい人間関係を築

く実践研究を行い、その成果をいじめの未然防止に生かすととも

に、学力の向上、自己有用感の育成につなげる。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

環境教育推進費 6,113

(5,713)

国 3,000

㊀       3,113 

重１ しが環境教育リーディング事業 3,000

教員、専門家等による研究推進委員会を組織して、人と環境と

のよりよい関係を築く新たな環境教育の在り方についての研究

実践を行う。

国際教育推進費 180,039

(125,621)

国 79,109

 ㊀     100,930 

急速に進展する国際化に対応できる人材を育成するため、小学

校における外国語活動、中・高等学校の系統的な英語教育等を進

める。

１ 語学指導外国青年招致 89,445

外国語指導助手（ＡＬＴ：18人）を高等学校等に配置し、生

徒の外国語理解・コミュニケーション能力の向上を図る。

○新２ スーパーグローバルハイスクール事業（資－教委４）

57,338

スーパーグローバルハイスクールを指定し、語学力とともに、

幅広い教養、問題解決力等の国際的素養を身につけ、将来的に

人文科学・社会科学分野で国際的に活躍できるグローバルリー

ダーを高等学校段階から育成する。

○新３ 英語教員スキルアップ事業（資－教委４） 11,055

グローバル化に対応できる教員の育成のため、小・中・高の

英語教育推進リーダーを育成する。

また、推進リーダーを講師として教員対象の英語の指導法の

研究実践を行うとともに、児童生徒対象の交流会等を実施し、

生徒の英語力と学習意欲の向上を図る。

４ 外国語能力強化地域形成事業（資－教委３）（資－教委４）

4,124

生徒の英語力の検証をとおして指導改善を図るとともに、英

語の使用機会の拡充や、モチベーションの一層の向上を図る等

の優れた取組を行う英語力強化地域を形成し、生徒の英語力の

向上を目指す。さらに、小学校英語の教科化に向けての研究を

行う。

○新５ 外国人児童生徒いきいきサポート支援事業 7,568

日本語指導が必要な外国人児童生徒等の在籍する公立小・中

学校に母語が話せる支援員を派遣し、教育相談や保護者との面

談、学習支援等をとおして学校生活への適応や効果的な指導の

充実を図る。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

高等学校教育振興費 173,830

(196,932)

国 12,251

繰 3,700

諸 4,987

㊀     152,892

高等学校における教育振興のため各種事業を実施する。

重１ 確かな自己実現支援事業 15,000

学究的な高まり、深まりを求め、生徒一人ひとりの個性や能

力を伸ばし、自己実現への確かな手応えを実感させるとともに、

各地域で本事業の指定校が、魅力と活力ある学校づくりをさら

に推進していく。

○新２ 県立高等学校「21世紀型学力育成」プロジェクト

（資－教委４）3,532

生徒が主体的に学び、思考力・判断力・表現力等をつけるた

めに、評価問題の作成や、生徒の英語力およびバカロレアに関

する調査・研究を行う。また、学力向上においてリーダーとな

る教員の養成を行う。

○新重３ 県立高等学校キャリア形成支援事業 3,700

社会人基礎力の育成や就業体験を効果的に活用しながらキャ

リア教育の実践研究に取り組み、社会的・職業的自立を目指す

効果的なカリキュラムの研究・開発を行う。

４ 職の担い手育成事業 2,325

職の担い手育成推進校を指定し、地域産業と連携した実践的

な職業教育をより一層推進し、望ましい勤労観・職業観を醸成

する。

高等学校特別活動推

進費

72,102

(20,456)

国 920

㊀      71,182

高等学校における特別活動の推進を図るため、文化部活動等を支援

する。

１ 高等学校文化祭事業 72,102

平成27年夏に開催される第39回全国高等学校総合文化祭滋賀大

会に向けた諸準備を行う実行委員会に対して補助を行い、次代を

担う高校生が自らの手で大会を創り上げるとともに、文化部活動

をさらに充実させることにより、心豊かな人間性の育成と文化芸

術活動の振興・普及を図る。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

【総合教育センター】

研究調査費

8,200

(6,837)

㊀      8,200 

教育的諸問題の解決への基礎資料を提供するため、教科教育、

教育相談の実態調査および実証的調査研究を行う。

１ 特別支援教育支援事業 6,033

発達障害等のある子どもの教育相談業務を行うとともに、専

門的知識と技能を持った人材の養成および高等学校における特

別支援教育の研修を実施する。

また、特別な教育的ニーズのある幼児、児童、生徒の実態把

握に必要な検査器具の貸し出しを行う。

・特別支援教育相談

・アセスメント研修

・特別支援教育推進リーダー研修

・高等学校における特別支援教育研修

（初任研、10年研、新任教頭）

・発達検査器具の購入

講習会費 735

（1,151）

㊀        735

現代的な課題や新学習指導要領、学力向上に対応した研修・講座

を実施し、教職員の指導力向上を図る。

１ 指導力向上研修 243

教職員を対象に授業づくりや学級づくり等を目的とした実践

的な研修を行う。

・教科指導力向上のための講座 ３ 講座(４日)

・現代的課題に対応するための講座 ４ 講座(５日)

教職員研修費 11,253

（9,846）

㊀     11,253 

教職員の資質向上を図るため、経験・職務に応じた研修を行う。

１ マネジメント研修 734

学校が課題解決に向けて組織的、機動的に対応できる組織体

となるため、管理職等の経営管理能力の育成と中堅教員のリー

ダーシップ養成を図る研修を行う。

・対象：管 理 職（小・中・県立学校） 280人

中堅教員（小・中・県立学校） 80人

主幹教諭（小・中・県立学校） 50人

○新２ 教科主任指導力向上研修（資－教委３） 441

教科主任としての力量を高め、教科指導力の向上を図る。

・対象：小・中学校 756人



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

【びわ湖ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞｽｸｰﾙ】

活動費

36,121

(36,517)

㊀    36,121 

びわ湖フローティングスクールの教育・学習効果を高めるため

の環境整備を行う。

１ 児童学習航海（１泊２日） 94航海

２ 「湖の子」体験航海（１日） 2航海

３ 特別航海（１日） 1航海

学習船建造事業費 38,000

(－)

㊀     38,000 

○新１ 学習船建造事業（資－教委７） 38,000

学習船「うみのこ」新船建造にかかる設計を行う。

【人権教育課】

人権教育推進指導事

業費

12,066

(11,824)

国 1,800

㊀     10,266

学校教育等における人権教育を推進するため、調査・研究や指

導者の養成を行うとともに、いじめや差別を許さない学校づくり

に取り組む。また、地域社会が連携して人権教育を推進するため

の体制整備を行うとともに、重層的な課題のある児童生徒に対す

る地域ぐるみの取組を推進する。

１ 人権教育パワーアップ事業（資－教委２） 1,545

児童・生徒の人権意識の現状を踏まえた学習プログラムづく

りや教職員の指導力向上に取り組むとともに、いじめや差別を

許さない学校づくりを推進することにより、本県の人権教育の

一層の充実を図る。

２ 子ども輝き人権教育推進事業 2,839

教育上重層的な課題があり、特に配慮が必要と認められる中

学校区において、学校や家庭・地域・関係機関等が連携・協働

し、子どもの人権が大切にされる環境を整備する。

３ 人権教育研究推進事業 1,800

学校における人権教育に関する指導方法の改善および充実

に資することを目的として、モデル校を指定し、実践的な研究

を行う。

学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な取組

を県教育委員会との連携・協力の下で推進し、基本的人権尊重

の精神を高め、一人一人を大切にした教育の充実に資すること

を目的として、実践的な研究を行う。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

人権教育総合推進費 53,617

(54,167)

㊀    53,617

社会教育における人権教育を推進するための体制の整備・充実

を図るとともに、市町等における人権教育諸活動の促進を図る。

１ 人権教育指導者研修会 117

人権学習を推進するための地域におけるコーディネーター

および社会教育関係団体の指導者を養成する。

２ （公財）滋賀県人権センター事業推進 10,686

滋賀県人権センターの運営費および事業推進費を補助する。

３ 人権教育研究事業推進 7,206

滋賀県人権教育研究会の運営費および事業推進費を補助する。

４ 地域総合センター職員設置費補助 27,552

市町が地域総合センターに設置する教育担当職員の給与費

を補助する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

【生涯学習課】

生涯学習推進事業費 9,131

(9,796)

諸 250

㊀      8,881 

１ 淡海生涯カレッジの開設 928

大学や高等学校、公民館等の学習機関が相互に連携・協力を図

り、県民に広域的で体系的な学習機会を提供する。

市町等人権教育推進

事業費

6,882

(9,430)

㊀      6,882 

すべての人々の人権が尊重される社会の実現を目指し、地域ぐ

るみで人権教育の充実に努める。

１ 市町人権教育推進協議会等事業補助 5,512

市町人権教育推進協議会等の事業および人権教育推進員等の

設置に対し補助を行う。

２ 県人権教育推進協議会事業補助 900

人権意識の高揚と人権教育の推進を図るため、県人権教育推進

協議会に対して補助を行う。

子ども読書活動推進

事業費

1,858

(1,833)

㊀      1,858 

１ 子ども読書活動推進事業 1,858

子ども読書活動に関する啓発や、学習講座の開催等により、子

ども読書活動の推進を図る。

重(1) 高校生読書率向上プロジェクト 109

高校生による「ビブリオバトル」の普及・啓発を行い、

高校生の読書率の向上を図る。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

子どもを育む地域・

家庭教育力推進事業

費

44,917

(46,612)

国 21,332

諸 300

㊀     23,285 

１ 家庭教育力の向上 776

子育て学習講習会等の実施、家庭教育協力企業協定制度を活用

した企業における子育て環境づくり、「早寝・早起き・朝ごはん」

県民運動の推進等により、家庭の教育力の向上を図る。

２ 子どもの体験活動の機会と場の充実 3,352

公民館などを活用し地域ぐるみで子どもの集団宿泊体験活動

を進める「通学合宿」の推進など、子どもの体験活動の機会と場

の充実に向けた環境づくりを進める。

３ 自然体験活動指導者養成事業 657

学校や各種事業などで子どもの人間関係づくりを効果的に支

援できる自然体験活動指導者の養成を行う。

４ 「地域の力を学校へ」推進事業 3,408

「しが学校支援センター」を設置し、学校支援ディレクターの

配置や、学校と地域を結ぶコーディネート担当者新任研修等によ

り、豊富な知識や経験を持つ地域の様々な人々や企業・団体・Ｎ

ＰＯ等が、学校を支援する仕組みづくりを推進する。

５ 学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業

28,017

地域全体で学校教育を支援する体制づくりを推進する「学校支

援地域本部」をはじめ、子どもの安心・安全な居場所づくりのた

めの「放課後子ども教室」や家庭教育に関する学習機会の提供な

どを行う「家庭教育支援」、地域の多様な経験を持つ人材・企業

の協力を得て行う「土曜日の教育支援」など、教育支援体制等を

構築する市町の事業に対して補助を行う。

重６ 地域住民と連携したいじめ対応支援事業（資－教委２）

8,707

学校支援地域本部事業の制度を活用し、いじめ対応の視点をも

って、地域住民と学校との連携を行う市町に対して支援する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

【図書館】

図書資料整備費 57,874

(59,109)

㊀     57,874 

図書資料の収集・整備に努め、県民の資料情報センターとして

の役割を果たしていく。

１ 図書資料等購入事業 55,489

【スポーツ健康課】

学校保健安全指導費 167,498

(178,600)

国 7,363

繰 60

諸 54,107

㊀    105,968 

児童生徒が健康で安全な生活を送ることができるよう、県立学

校の児童生徒の健康管理や健康課題に対する指導、さらにがん教

育や防災教育の充実を図るとともに、地域ぐるみで取り組む学校

安全体制の整備を推進する。

１ 健康管理強化事業 156,468

県立中学校を始め、県立高等学校・特別支援学校の児童生徒の

健康診断や学校環境衛生検査等を行う。

２ 学校安全体制整備推進事業 4,427

市町が家庭や地域の関係機関・団体と連携し、地域社会全体で

学校安全に取り組む体制整備の経費に対して補助を行う。

○新３ がんの教育総合支援事業 537

がん教育の推進に向け、教員を対象に最新の医療情報に関する

研修会を実施するとともに、がん教育の教育資材を作成する。

４ 学校保健課題解決支援事業 836

メンタルヘルス等の心身の健康課題を解決するため、学校への

専門医派遣や精神科医による相談、研修会の開催等の取組を行う。

重５ 防災教育支援事業 774

防災教育の推進体制整備に向け、教職員が防災の専門的な知識

や技術を習得するための取組を行う。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

学校体育指導費 65,299

(60,449)

国 5,936

㊀     59,363

児童生徒の体力向上に努めるとともに心身の健全な発達を促し、

生涯にわたって運動やスポーツを主体的に実践していくための基

礎を培う学校体育・スポーツの充実を図る。

○新１ 平成27年度インターハイ開催準備補助金 5,700

平成27年度全国高等学校総合体育大会(インターハイ)のうち

３競技（ソフトボール・登山・卓球）の本県開催に向けて準備に

係る経費を支援するため、同大会実行委員会に対し補助を行う。

○新重２ 子どもの体力向上に向けた実践的取組事業（資－教委５）

1,917

小学生の体力向上に向けて、各市町に拠点となる小学校を設定

し、先進県での取組を参考に10分間運動の導入等、体力向上に向

けた実践的な取組を行う。

スポーツ振興事業費 9,357

(8,329)

㊀      9,357 

子どもから高齢者まで生涯を通じて、主体的にスポーツに親し

めるよう、地域のスポーツ推進を図る。

１ 生涯スポーツ振興事業 1,377

地域の総合型スポーツクラブを支援するため、広域スポーツク

ラブの運営や事業の支援を行う。

国民体育大会費 92,733

(48,884)

㊀     92,733 

本県の競技スポーツ推進のため、国民体育大会に選手を派遣す

るとともに、第69回国民体育大会近畿ブロック大会の開催を支援

する。

１ 国民体育大会派遣費補助金 45,283

本県を代表し、第69回国民体育大会（長崎県等）に参加する

選手や監督の派遣経費に対し補助を行う。

○新２ 第69回国民体育大会近畿ブロック大会開催補助金 39,000

平成26年度に本県で開催する第69回国民体育大会の近畿ブロ

ック大会に係る経費を支援するため、同大会滋賀県実行委員会に

対し補助を行う。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

国民体育大会開催準

備事業費

79,234

(12,000)

㊀    79,234 

平成36年に本県で開催する第79回国民体育大会に向けて、必要

な準備を行う。

○新１ 第79回国民体育大会滋賀県開催準備委員会負担金

（資－教委６）8,000

開催準備を円滑に進めるため、必要な負担金の拠出を行う。

○新２ 国体主会場整備事業（資－教委６） 70,000

国体主会場の整備に向け、所要の調査や測量、公園基本構想・

基本計画の策定を行う。

国民体育大会等関連

費用積立事業費

101,150

(1,311)

財 1,150

㊀    100,000

平成36年に本県で開催する第79回国民体育大会および第24回全

国障害者スポーツ大会を見据え、基金を設置する。

○新１ 国民体育大会・全国障害者スポーツ大会運営等基金積立金

（資－教委６）101,150

両大会の円滑な運営に資するとともに、両大会に向けたスポー

ツ施設の整備および競技水準の向上を図るため、現行のスポーツ

施設整備基金を改め基金を設置し、新たな積立を行う。

団体育成・各種大会

負担費

37,798

(38,298)

㊀     37,798 

各種スポーツ団体の安定的な団体運営と事業実施を支援すると

ともに、本県のスポーツ推進に寄与する各種競技大会を行う。

１ びわ湖毎日マラソン大会開催 30,000

第70回びわ湖毎日マラソン大会（びわ湖レイクサイドマラソン

大会開催含む）の開催経費の一部を負担する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

競技力向上対策事業

費

15,166

(9,234)

諸 2,562

㊀    12,604 

平成36年に本県で開催する第79回国民体育大会を視野に入れ、

次代を担うジュニア選手の育成・強化に重点を置いた競技者や指

導者の育成を図る。

１ 競技力向上対策費補助金（資－教委６） 9,000

本県を代表する選手の育成に必要な強化合宿費や県外遠征費

等の経費に対し補助を行う。

○新２ 次世代アスリート発掘育成プロジェクト（資－教委６）

4,232

将来活躍できる「次世代アスリート」の創出に向け県内の優

れた資質を有する子どもたちを早期に見出し、各種育成プログ

ラムを実施する。

○新３ 女性アスリート・指導者支援事業（資－教委６） 1,000

女性アスリート・指導者のネットワークづくりを支援するな

どスポーツ界を担う女性の育成を図る。

○新４ 競技力向上基本計画策定・推進体制構築事業（資－教委６）

700

本県スポーツ選手の育成や競技力向上に向けたサポート体制

の整備を計画的かつ効果的に実施するための基本計画を策定す

るとともに、当該計画の推進体制の構築を行う。

スポーツ推進計画促

進事業費

1,479

(3,328)

㊀     1,479 

滋賀県スポーツ推進計画の着実な推進を図るため、地域共通の

課題解決に総合型地域スポーツクラブの活用を図ることや、幼児

期の運動・遊びの促進に向けた取組等を行う。

○新１ 地域コミュニティ促進事業 512

地域共通の課題である幼児期からの運動遊びや子育て世代の

女性のスポーツ参加を促進するため、総合型スポーツクラブを

活用して運動プログラムを開発し、普及する。

社会体育施設整備費 12,000

(51,440)

㊀    12,000 

平成36年に本県で開催する第79回国民体育大会に向けて、県立

社会体育施設の最適な施設管理について検証する。

○新１ 県立社会体育施設の最適な管理についての調査研究委託

（資－教委６）12,000

県立社会体育施設の課題を明らかにし、今後必要となる施設

整備の基礎資料を作成する。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

【文化財保護課】

文化財活用促進費

12,252

(27,187)

国 4,101

繰 3,500

㊀      4,651 

県内各地に所在する文化財を活用することにより、地域づくり

への貢献や滋賀の歴史・文化の県内外への積極的な発信を図る。

重１ 近江水と大地の遺産魅力発信事業 2,000

琵琶湖と水にまつわる文化遺産「近江水の宝」や、大地に刻ま

れた遺跡の魅力を発信し、観光素材となるよう講座や探訪などを

行う。

重２ 近江の仏教美術等魅力発信・再生支援事業 500

仏教美術等をはじめとする近江の誇る社寺建築等の価値や魅力

を県内外に発信し、観光振興や地域活性化につなげるため、所有

者等が実施する取組に対して支援する。

重３ 「千年の美つたえびと」づくり事業 1,252

地域のリーダーとして文化財を守り、また県内の博物館や美術

館と地域を結び、来訪者に魅力を伝える人材として、｢千年の美

つたえびと｣を養成する。

○新重４ 第56回近畿・東海・北陸ブロック民俗芸能大会滋賀県大会

5,000

ブロック内で伝承されている優れた民俗芸能を招聘し、公開す

ることで、民俗文化財の魅力に触れてもらうとともに、滋賀県の

民俗文化を発信する。

遺跡保存整備事業費 357,300

(266,698)

国 10,500

諸 338,870

㊀      7,930 

地域開発と遺跡保存との調和を図りつつ、文化遺産の保存対策を

講ずる。

１ 公共事業関連緊急発掘調査 338,870

公共事業の円滑な推進を図るため、国土交通省等からの受託に

よる公共事業関連発掘調査等を行う。

２ 史跡公有化 10,000

地域の歴史にとって重要な価値を持つ史跡を、適切に保存し、

整備活用を図り、次世代に継承していくため公有地化を図る。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

文化財調査事業費 4,326

(912)

国 2,333

㊀      1,993 

県内に所在する文化財の実態を調査し、保存策の検討や記録保

存を行う。

○新１ 世界遺産延暦寺根本中堂他保存修理事業調査事業 415

世界遺産延暦寺根本中堂と廻廊の屋根葺替、塗装修理等の大規

模修理を平成28年度から実施することを目標に、その準備として、

調査および関係機関との協議を行う。

文化財保護助成費 366,920

(389,442)

財 238

繰 98,769

諸 135,564

㊀ 132,349

文化財の保存と活用を図るため、文化財の所有者等が行う保存

修理等の事業に対して助成を行う。

１ 指定文化財保存修理等補助事業 98,969

(1) 国指定文化財保存修理等補助金 19,289

国指定文化財の所有者等が実施する保存修理事業等に要す

る経費の一部を助成する。

(2) 県指定文化財保存修理等補助金 79,680

県指定文化財の所有者等が実施する保存修理事業等に要す

る経費の一部を助成する。

２ 滋賀県文化財保存基金積立事業 100,238

計画的に、適切な時期に保存修理等を実施するため、基金に

積み立てを行う。



単位：千円

事 業 名 当初予算額

(前年度予算額)

説 明

琵琶湖文化館管理運

営費

43,234

(33,429)

繰 9,900

㊀     33,334 

休館中の琵琶湖文化館に収蔵している国宝・重要文化財を含む

収蔵品の安全かつ良好な管理および活用を行う。

○新１ 新生美術館への琵琶湖文化館機能移転準備事業 9,049

琵琶湖文化館が寄託等により保管している国宝・重要文化財

を含む約7,800点の収蔵品を、新生美術館に円滑に移転すること

ができるよう収蔵品の整理調査等を進める。

○新２ ｢受け継がれゆく いにしえの美｣ 琵琶湖文化館所蔵品再

生展示事業 9,900

マザーレイク滋賀応援基金を充当して、琵琶湖文化館が所蔵

している文化財のうち、県に寄付された損傷が著しい作品を修

理再生し、県内の美術館等で一般に展示公開する。

特別史跡安土城跡調

査・整備事業費

2,838

(2,815)

国 1,000

㊀     1,838

特別史跡安土城跡の新たな保存管理計画の策定や維持管理、保

存を行う。

○新１ 特別史跡安土城跡・新保存管理計画策定事業 2,000

特別史跡安土城跡を適切に保存し、あわせて観光資源としても

有効に活用するため、将来にわたる適正な保存活用の指針となる

「新保存管理計画」を策定する。


